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好きです  ふるさと  心のふれあい大切に

平成26年度 上半期 ミニディスクロージャー誌

香川県信用組合の現況
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経 営 基 本 理 念

コーポレートスローガン

経 営 基 本 方 針

けんしんは、ふるさと香川の人びととの
心のふれあいをたいせつに、
豊かな地域社会づくりに奉仕します

好きです　ふるさと　心のふれあい大切に

地域社会（香川）とともに発展し、豊かな地域社会
づくりに奉仕していく「こころ」を忘れず、「お客
さまとの心のふれあい」をもっとも大切にする私
達の願いです。

コーポレートスローガンはふるさと香川に基盤を
おき、ふるさとと共に発展していこうと願う私た
ち “けんしん”の熱い思いであり、私たちの行動
指針となるものです。

“けんしん”は、協同組織の金融機関とし
て、組合員をはじめ地域の皆さまに奉仕で
きる金融機関を目指します。

“けんしん”は、協同組織の金融機関とし
て、組合員をはじめ地域の皆さまから信頼
される金融機関を目指します。

“けんしん”は、協同組織の金融機関とし
て、組合員をはじめ地域の皆さまに、より
よいサービスを提供できる金融機関を目指
します。

“けんしん”の事業方針

①

②

③
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ごあいさつ

“けんしん”の概要

香川県信用組合
国　東　照　正
香川県高松市亀井町9番地10

名 称
理 事 長
本 店 所 在 地

創 立
出 資 金
組 合 員 数
自己 資 本 比 率
預 金 量
融 資 量
店 舗 数
役 職 員 数
営 業 区 域

昭和27年10月22日
24億97百万円

38,255人
9.08％

1,224億16百万円
706億85百万円

17店舗
187人

香川県一円

（平成26年9月30日現在）

　平素は、“けんしん”に格別のご支援とご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　皆さま方に対し、地域に貢献する“けんしん”の経営姿勢をより深くご理解いただくために、平成

26年度上半期の事業内容と経営の基本方針等を取りまとめた「香川県信用組合の現況（ミニ

ディスクロージャー誌）」を作成しましたので、ご高覧くださいますようお願い申し上げます。

　平成26年度前半のわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動や急速な

円安の進行等により、生産面を中心に弱めの動きがみられるものの、基調的には緩やかな回復を

続けていると評されております。

　ただし、足下においては、消費税率引き上げ後の需要面での弱めの動きなどが、物価の下押し要因として働いており、日銀

が、これまで着実に進んできたデフレマインドの転換が遅延するリスクがあると判断し、追加的金融緩和に踏み切っております。

　これにより、本年度後半以降の経済は、成長期待の高まりを受けた国内民間需要の堅調な増加等により、潜在成長率を上

回る成長が続くことが見込まれております。

　このような状況のなか、平成26年９月期仮決算は、当組合の主要取引先であり、また、地域経済を底辺から支えている中小

零細事業者の皆さまや個人のお客さまに対して、可能な限りの金融支援、経営支援に取組んでまいりました。その結果、業容

面、収益面ともに概ね計画どおりに進捗しているほか、自己資本比率も、９％台を確保することができました。

　下期においても、役職員が一致団結して、利益計画達成に取組むとともに、より一層の経営の健全化を目指してまいります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年11月

理事長　国　東　照　正

地域に貢献する“けんしん”の経営姿勢

“けんしん”の事業方針
　　◆経営基本理念 　
　　◆コーポレートスローガン 　
　　◆経営基本方針 　
地域に貢献する“けんしん”の経営姿勢
　　◆ごあいさつ 　
　　◆“けんしん”の概要 　
平成26年度上半期の現況
　　◆財務諸表 　
　　◆自己資本比率 　
　　◆預金・貸出金 　
　　◆各種利益 　
　　◆金融再生法に基づく開示債権
　　◆有価証券の時価等情報 　
「中小・地域金融機関向けの総合的な
　監督指針」に基づく地域密着型金融
　の取組について」 　
融資を通じた地域貢献
　　◆貸出先数・金額 　
　　◆住宅ローン・消費者系ローンの状況 　
　　◆地方自治体の制度融資の取扱状況 　
　　◆“けんしん”のローンの概要と実績 　
　　◆中小企業の経営の改善及び地域の
　　　活性化のための取組み状況
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地域サービスの充実
　　◆店舗・ATM等の設置状況 
　　◆店舗外ATMコーナーの状況 
　　◆組合員へのATM利用手数料払戻
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資産・負債・損益の状況

■　資 産・負 債 及 び 純 資 産 の 状 況

■　損 益 の 状 況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

科　　　　　目 平成26年９月期

合　　　　　計

現 金

預 け 金

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

債 務 保 証 見 返

貸 倒 引 当 金

（うち個別貸倒引当金）

786

37,288

19,547

70,685

789

2,801

6

128

141

△1,891

△1,554

130,284

科　　　　　目 平成26年９月期

1,588

1,312

1,020

30

209

36

1,157

81

81

229

0

812

32

430

－

2

428

89

24

314

科　　　　　目 平成26年９月期

合　　　　　計

預 金 積 金

借 用 金

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 の 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

債 務 保 証

負　　債　　計

純 資 産 の 部 合 計

出 資 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

122,416

6

451

68

310

134

17

－

311

141

123,858

6,426

2,497

－

2,687

703

1,240

130,284

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

資 金 運 用 収 益

（うち貸出金利息）

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

（うち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

経 費

そ の 他 経 常 費 用

　信用組合の決算は、３月期の年１回だけ
であり、中間決算は実施しておりません。９
月期の仮決算の実施及び情報開示は法
定事項ではありません。しかしながら、当組
合では経営情報を如何なる場合でも積極
的に開示することを経営方針としておりま
す。
　従って、９月期の計数は当組合において
任意で仮決算を行った結果の計数であり
ます。
　また、損益の状況に掲載している計数に
つきましては、一部の科目を除き４月から９月
末までの半年間の計数となっております。
　なお、本資料に掲載している計数につき
ましては、会計監査人の監査を受けており
ません。
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平成26年度上半期の現況



コア資本に係る基礎項目
　　 普通出資に係る組合員勘定の額
　　　　　うち、出資金及び資本剰余金の額
　　　　　うち、利益剰余金の額
　　　　　うち、外部流出予定額
　　 コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
　　　　　うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
　　 土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、経過措
　　置（自己資本比率改正告示附則第５条第７項）によりコア資本に係る基礎項目の額に
　　含まれる額
自己資本
　　 自己資本の額（イ）
リスクアセット等
　　 信用リスク・アセットの額の合計額
　　　　　資産（オン・バランス）項目
　　　　　　　うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
　　　　　オフ・バランス等取引項目
　　　　　CVAリスク相当額を８％で除して得た額
　　　　　中央清算期間関連エクスポージャーに係る信用リスク・アセットの額
　　 オペレーショナル・リスク相当額の合計額を８％で除して得た額
　　 リスク・アセット等の額の合計額（ロ）
自己資本比率
　　 自己資本比率（（イ）／（ロ））

自己資本額・自己資本比率の推移

　自己資本額は、前年同期比で７億45百万円増加し、59億79百万円となりました。また、自己資本比率は自己資
本額の増加により、前年同期比で0.93ポイント上昇し、9.08％となりました。

自己資本比率の見方

　　自己資本比率とは、金融機関の経営の健全性を示す重要な指標であり、貸出金や有価証券等のリスク資

産（リスクアセット）に対して、出資金や内部留保並びに引当金等の自己資本の占める割合を表しております。こ

の比率が高いほど、自己資本が豊富にあり、経営基盤がしっかり

しているといえます。国内のみで営業を行なう金融機関に対して

は国内基準である４％という基準が定められています。

　当組合の比率は9.08％と国内基準を上回っています。

■　自己資本・自己資本比率等の詳細 （単位：百万円）

項　　　　　目 平成26年9月期

けんしん
9.08%

百万円
6,500

5,500

4,500

3,500

10.00%

8.00%

4.00%

6.00%

24年9月末 25年9月末

6.95%

8.15%

4,513

5,234

26年9月末

9.08%

5,979

5,185
2,497
2,687
－
337
337

456

5,979

61,639
61,549
114
83
6
0

4,166
65,805

9.08％
4

国内基準
4%



預金・貸出金の残高推移

　地域に密着した営業活動に取組んでまいりました結果、前年同期比36億51百万円の増加となりました。
■　預 金 の 残 高 推 移
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122,416
百万円

124,000

120,000

116,000

112,000

108,000
24年9月末 25年9月末

　地元経済の活性化に資するため、可能な限りの金融支援に取組んでまいりました結果、前年同期比18億88百万円
の増加となりました。

　預金残高に占める個人預金の割合は
約9割となっております。

■　貸 出 金 の 残 高 推 移

百万円
72,000

70,000

68,000

66,000

64,000

65,655

68,797

24年9月末 25年9月末

■　貸 出 金 業 種 別 残 高

（単位：百万円）

製造業
1,647

鉱業、採石業、
砂利採取業　1

漁業
31

運輸業、郵便業
1,793

農業・林業
455

建設業
1,488

電気・ガス・熱供給・
水道業　18

金融業、保険業
4,115

情報通信業
4

医療、福祉
801

卸売業・小売業
3,475

個人
31,202

地方公共団体
7,786

その他の産業
92

その他のサービス
2,494

不動産業
8,369

教育、学習支援業
392

物品賃貸業
97

学術研究、専門、
技術サービス業　495

宿泊業
644

飲食業
1,058

生活関連サービス業
娯楽業　4,214

■　預 金 者 別 預 金 残 高

（単位：百万円）

個人
109,807一般法人

7,728

公金
4,870

金融機関
9

119,247 118,765

預金
平成26年
9月末

26年9月末

70,685

26年9月末

平成26年
9月末

貸出金
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■　経 常 利 益 の 推 移
　経常利益は、経常収益から経常費用を差し引いた利益で、毎年発生する通常の利益のことをいいます。

経常利益＝経常収益－経常費用

■　中 間 純 利 益 の 推 移
　中間純利益は、経常利益にその年（中間期）に特別に発生した利益（特別利益）、損失（特別損失）と税金を
加減した利益のことをいいます。

中間純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失－税金等

■　業 務 純 益 と コ ア 業 務 純 益 の 推 移
　業務純益は、金融機関本来の業務の収益力を示す指標で、一般企業の営業利益に該当します。この指標は
貸倒発生の際の償却能力を判断する基準となります。

500
400
300
200
100
0

ー100
ー200
ー300
ー400

業務純益

25年9月末

業務純益＝業務収益－業務費用（一般貸倒引当金純繰入額を含む）

コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券の売却・償還に係る損益

コア業務純益

6

各種利益の推移

293

26年9月末

430

642

438

26年9月末

482

219

331 314

△321

400

300

200

100

0

ー100

ー200

ー300

ー400

25年9月末

78

26年9月末

314

△338

百万円

百万円

百万円

24年9月末

24年9月末



金融再生法に基づく開示債権の状況

■　金 融 再 生 法 開 示 債 権 及 び 同 債 権 に 対 す る 保 全 状 況

■　開 示 債 権 額・開 示 債 権 比 率 の 推 移

■　平 成 2 6 年 ９ 月 末 開 示 債 権 の 状 況

要管理債権
0.58%

正常債権 
94.19%

危険債権
4.29%

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権
0.94%

百万円
9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000
24年9月末 25年9月末

4.602 4.268

開示債権額

開示債権比率

26年9月末

4.104

金融再生法
開示債権

開示債権
41億4百万円

正常債権
665億88百万円

貸倒引当金を積
んでいない部分
26億47百万円
（全体の3.74％）

（単位：百万円）

区　　　　　分 開示債権額
Ａ

危 険 債 権

要 管 理 債 権

開 示 債 権 合 計

正 常 債 権

総 与 信 額

破 産 更 生 債 権 及 び
こ れら に 準 ず る 債 権 665

3,032

407

4,104

66,588

70,692

517

1,470

73

2,061

147

1,268

40

1,457

665

2,738

114

3,518

100.00％

90.32％

28.02％

85.70％

担保・保証等
Ｂ

貸倒引当金
Ｃ

保全額
Ｄ＝Ｂ＋Ｃ

保全率
Ｄ／Ａ

7

総与信額
706億92百万円

開示債権
41億4百万円

貸倒引当金
14億57百万円

（全体の5.80％）

貸倒引当金を
積んでいない部分
26億47百万円

自己資本『59億79百万円』で
カバーしております。

自己資本

残りの部分
5億86百万円
（全体の0.82％）

担保等によりカバーの部分
20億61百万円

8.00%

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

7.00%
7.01%

6.21%
5.80%
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有 価 証 券 の 時 価 等 情 報

（単位：百万円）【満期保有目的の債券】

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

そ の 他

合 計

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

計
時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

計
時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

計
時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

計
時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

計
時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

計

－
－
－
－
－
－
－
－
－
2
－
2
－

△ 49
△ 49
2

△ 49
△ 46

－
－
－
－
－
－
－
－
－
902
－
902
－
450
450
902
450
1,353

－
－
－
－
－
－
－
－
－
900
－
900
－
500
500
900
500
1,400

項　　　目

項　　　目
貸借対照表計上額 時　価 差　額

平 成 2 6 年 ９ 月 末 現 在

（注）　１．時価は、26年９月末における市場価格等に基づいております。

　　　２．「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれております。

　　　３．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

（単位：百万円）【その他有価証券】

株 式

債 券

そ の 他

合 計

国 債

地 方 債

短 期 社 債

社 債

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計
貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

計

4
△ 0
3

351
－
351
82
－
82
69
－
69
－
－
－
199
－
199
487

△ 100
386
842

△ 101
741

1
3
4

11,206
－

11,206
2,590
－

2,590
2,045
－

2,045
－
－
－

6,570
－

6,570
4,590
1,505
6,095
15,797
1,509
17,306

5
3
8

11,558
－

11,558
2,673
－

2,673
2,115
－

2,115
－
－
－

6,769
－

6,769
5,077
1,404
6,482
16,640
1,407
18,048

貸借対照表計上額 取得原価 差　額

平 成 2 6 年 ９ 月 末 現 在

（注）　１．貸借対照表計上額は、26年９月末における市場価格等に基づいております。

　　　２．「社債」には、政府保証債、公社公団債、金融債、事業債が含まれております。

　　　３．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。

　　　４．非上場株式等時価のない有価証券は除いております。
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“けんしん”と地域社会

「中小・地域金融機関向けの総合的な監督　　
融を推進し、地域社会への貢献に取り組ん　　

R
e
l
a
t
i
o
n
s
h
i
p

当組合の地域経済活性化への取り組みについて

　当組合は、香川県一円を営業地区として、地元の中

小企業者や勤労者の皆さまが組合員となって、お互い

に助け合い、お互いに発展していくことを共通の理念

として運営されている相互扶助型の金融機関です。

　地元の皆さまからお預りした大切な資金（預金積

金）は、厳正かつ公正な審査に基づき、中小企業者や

個人の皆さまへ積極的にご融資し、お取引先及び地域

社会の健全な発展をお手伝いするとともに、地域社会

の一員として地元の中小企業者や住民の皆さまとの強

い絆とネットワークを形成し、地域経済の持続的発展

に努めております。また、金融機能の提供に止まら

ず、地域文化発展といった面も視野に入れ、広く地域

社会の活性化に積極的に取り組んでいます。

お客さま
／組合員

組合員数
38,255人

個　　人：
一般法人：
金融機関：
公　　金：

109,807百万円
7,728百万円

9百万円
4,870百万円

役 職 員 数：
店　　舗　　数：

187人
17店舗

業 務 純 益：
中　間　純　利　益：
自己資本比率：

482百万円
314百万円
9.08％

預金積金：122,416百万円

出　資　金：2,497百万円

お客さまにご満足いただけ
るように、商品やサービス
の一層の充実に取り組んで
います。

《平成26年度の仮決算状況》

地域社会への貢献

地域社会
貢献

取 引 先 へ の 支 援 状 況 等

事業再生

　信用組合は、全国規模で営業を展開する都市銀行等と違
い、営業活動地域を限定されています。したがって、地域
の発展なくしては信用組合の発展は望めず、当組合では金
融機関業務を通じて微力ではありますが地域の繁栄に奉仕
することはもちろんのこと、地域への感謝を込めて多様な
社会貢献活動にも配意してまいります。

８先の再生支援に取

組みました。

当組合の事業再生委員会の機能強化、関係機関との連携強化によ

り、企業価値が保たれているうちの早期再生と持続可能性ある事業

再構築に取組みます。

創業・
新事業支援

３先の承継支援に取

組みました。

関係機関との連携を強化し、ベンチャー企業の育成並びに中小企業

の技術及び新事業の展開を支援します。

経営改善支援 71先の改善支援に

取組みました。

コンサルティング機能、情報提供機能並びに相談機能強化を継続

し、経営改善支援に積極的に関与します。

事業承継 情報ネットワークの活用及び法務・財務・税務等の外部専門家との

連携を強化し、積極的に事業承継を支援します

（１）ライフサイクルに応じた取引先企業の支援（平成26年４月～９月）
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指針」に基づいて地域密着型金
でいます。

お客さま
／組合員

うち組合員
61,143百万円

うち組合員外
9,541百万円

貸出金：70,685百万円

支援・サービス

すべての融資が円滑、厳正かつ公正に
行われ、お客さま及び地域社会の健全
な発展に資するよう心がけています。
預金積金に占める割合：57.74％

預け金や有価証券等で運用しています。預け金は
主に全国信用協同組合連合会への定期性預け金と
しており、有価証券は安全性を第一として債券を
中心に運用しています。
預金積金に占める預け金等の割合：46.61％

貸出金以外の運用：57,058百万円

地方公共団体
7,786百万円

個　人
31,202百万円

法人等
31,695百万円

地域密着型金融への今後の取組

　金融資本市場及び金融産業の活性化等の
ためのアクションプランの趣旨を踏まえ
て、中長期的な視点に立って、コンサルテ
ィング機能の発揮による企業の経営改善・
事業拡大支援や地域の面的再生への積極的
な参画等の取組を組織全体として継続的に
推進し、中小・零細企業、新興企業等それ
ぞれのニーズに応じた、多様で円滑な資金
供給の実現を促進してまいります。

地域密着型金融の具体的内容

　「地域密着型金融の取組についての評価
と今後の対応について」を受けて、改訂さ
れた「中小・地域金融機関向けの総合的な
監督指針」において、『リレーションシッ
プバンキングの機能強化に関するアクショ
ンプログラム』および『地域密着型金融の
機能強化の推進に関するアクションプログ
ラム』の成果等を踏まえ、今後、恒久的な
枠組みの中で推進すべき地域密着型金融の
具体的内容が以下のとおり明確に示されて
います。

（１）ライフサイクルに応じた取引先企業 
　　　の支援強化
（２）事業価値を見極める融資手法をはじ
　　　め中小企業に適した資金供給手法の
　　　徹底
（３）地域の情報集積を活用した持続可能
　　　な地域経済への貢献

担保・保証に過度に
依存しない融資の徹底

定性情報を含めた地域での情報を活かし、取引先企業の事業価値を見極め

て融資を行う態勢を強化します。

中小企業に適した資金供
給手法の徹底

ビジネスサポートロー

ン１件実行しました。

Ｊローン 1 1件を含
め、48件融資実行し
ました。

財務諸表の精度が高い中小企業に対する融資の推進、けんしんビジネスロ

ーン及びビジネスサポートローンの推進を継続します。

（２）中小企業に適した資金供給手法の徹底（平成26年４月～９月）

地域活性化に繋がる多様
なサービスの提供

高齢者保有資産の有効活用、若い世代や高齢者への金融知識の普及、多重

債務者問題解決の提案など金融サービスを提供します。

地域の面的再生 産学官とビジョンを共有し、公民連携へ積極的に参画します。

地域への適正なコミット
メント、公共部門の規律
付け

地方公共団体等との取引に係るコストやリスクを適切に把握し、計画的な

融資推進態勢を構築します。

（３）地域の情報収集を活用した持続可能な地域経済への貢献（平成26年４月～９月）
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（平成26年９月30日現在）

（平成26年９月30日現在）

融 資 を 通 じ た 地 域 貢 献

（単位：先、千円、％）

（単位：件、千円）

業　　　　　　　　種

区　　　　　　　分 件　　数 金　　　　　額
平成26年３月末からの増加件数・金額

先　数 構成比
金　　　　　額

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱 業 、 採 石 業 、 砂 利 採 取 業
建 設 業
電 気 、 ガ ス 、 熱 供 給 、 水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、 娯 楽 業
教 育 、 学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
小 計
地 方 公 共 団 体
雇 用 ・ 能 力 開 発 機 構 等
個人（住宅・消費・納税資金等）
合 計

住 宅 ロ ー ン
消 費 者 系 ロ ー ン

110
38
17
1

209
10
2
40
234
15
108
5
62
10
193
137
4
6

121
5

1,327
11
－

7,570
8,908

1,540
10,392

17,066,136
7,213,367

△ 17
△ 244

△ 251,335
40,309

726,613
417,008
2,544
1,968

349,725
10,408

－
237,923
2,020,376

533
6,947,597
81,329
277,967
615,206
664,730
3,235,162
339,797
698,752
1,387,081
55,381

18,070,106
1,980,396

－
24,109,985
44,160,488

設備資金

921,077
38,586
29,137

－
1,139,176

8,440
4,194

1,555,532
1,455,025
4,114,572
1,422,243
15,698
217,665
29,671
394,216
979,552
52,841
102,976
1,107,736
37,400

13,625,742
5,806,600

－
7,092,255
26,524,598

運転資金

1,647,691
455,594
31,681
1,968

1,488,902
18,849
4,194

1,793,456
3,475,401
4,115,105
8,369,840
97,027
495,633
644,877
1,058,947
4,214,714
392,638
801,728
2,494,817
92,781

31,695,849
7,786,997

－
31,202,240
70,685,087

2.33
0.64
0.04
0.00
2.11
0.03
0.01
2.54
4.92
5.82
11.84
0.14
0.70
0.91
1.50
5.96
0.56
1.13
3.53
0.13
44.84
11.02
－

44.14
100.00

金額合計

件 千
円

貸出先数・金額

住宅ローン・消費者系ローンの状況

（平成26年９月30日現在）

　当組合は、香川県や高松市の中小企業向け制度融資の取扱窓口に指定されており、
平成26年度（4月～9月末）は、32件、104百万円の取り組みを行いました。
　なお、制度融資の名称、概要、融資条件等は以下のとおりです。

制度の名称 制度の概要 融資条件等

市町小口融資保証制度

経済変動対策融資

経営安定融資保証制度

経営活性化支援融資

新規創業融資制度 県内で新たに事業を始めるための設
備・運転資金

県内で新たに事業を開始しようとする者（開始
して１年未満のものを含む）

県内で６ヵ月以上引き続いて同一事業を営む中
小企業者または組合

県内で６ヵ月以上引き続いて同一事業を営む中
小企業者または組合

県内で１年以上引き続いて同一事業を営む中小
企業者または組合で、売上が一定割合以上減少
しており、経営の安定に支援が生じているもの

県内で６ヵ月以上引き続いて同一事業を営む小
規模企業者であって、市町の定めるもの

経営の効率化、安定化のために必要
な設備資金

経営の合理化と安定のための設備・
運転資金

経営の改善、安定化を図るために必
要な運転資金

設備資金または運転資金

地 方 自 治 体 の 制 度 融 資 の 取 扱 状 況
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（平成26年９月30日現在）

　当組合では、中小零細事業者や住民の皆さまの資金ニーズにお応えするため、次のよう
なローンの取扱いをしております。平成26年度（４月～９月末）は、1,223件、6,453百
万円の取り組みを行いました。

“ け ん し ん ” の ロ ー ン の 概 要 と 実 績
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中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組み状況

　当組合は、地域の中小企業（個人事業主含む。以下、同じ。）の経営相談・経営指導及び経営改
善に関するキメ細やかな支援に取組むことが、地域経済の発展に寄与するものと考えており、協同
組織金融機関として相互扶助の理念に基づき、地域の中小企業の皆さまの経営の安定化等に資する
ため、中小企業金融円滑化法の期限到来後においても、これまでと同様の支援を行うなど、中小企
業の経営支援に全力で取組んでまいります。

■中小企業の経営支援に関する取組方針

　当組合は、本部内に「企業支援室」を設置し、地域の中小企業の皆さまの経営相談や経営指導等
の支援を、営業店と一体となり取組むとともに、円滑な資金供給のための活動を推進しておりま
す。また、25年７月より、経営支援の実効性を高めるため、外部専門家との連携強化の一環とし
て、公認会計士と顧問契約を締結し、高度かつ専門的な経営課題等に関しても対応できる態勢の構
築を目指しております。

　地域の活性化は、地域金融機関として最も重要な社会的使命であると考えており、具体的取組事
例として、26年度上期においては、地方公共団体のほか、地域商店街が主催するイベントの運営
資金への融資協力を通じて、地域の活性化支援に取組みました。

■中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

■地域の活性化に関する取組状況

取　組　方　針

中小
企業

相　談

支　援
当組合 連　携 公認

会計士

創業・新規事業
開拓の支援

成長段階における
支援

経営改善・事業再生・
業種転換等の支援

■中小企業の経営支援に関する取組状況

項　　　目 取　　組　　状　　況 26年度上期取組事例

創業・新規事業
開拓の支援

地域における創業・新規事業開拓（以下「創業等」という。）
の重要性を認識し、創業等に取組むお客さまに対する相談
業務を強化するとともに、お客さまの知識や経験或いは設
立の経緯等の定性情報をより重視した対応に努めておりま
す。

新たな事業を開始しようと
するお客さま等を対象に、
担保に依存することなく、
資金協力が可能な融資制度
の創設に取組みました。

成長段階における
支援

当組合では、医療・介護事業或いは環境ビジネス分野を成
長分野として捉え、日常継続的な訪問活動を通じて資金
ニーズの把握に努めております。

介護事業者の施設増設時にオ
ープンまでの運転資金や太陽
光発電装置の設備資金に協力
しました。

経営改善計画書策定先に対し
て、定期的なモニタリングを
通じて、アドバイスを行うな
ど経営改善支援に取組みまし
た。

経営改善・事業
再生・業種転換
等の支援

地域の中小企業の皆さまを支援していくうえで、職員の目
利能力の向上は必要不可欠であり、各種研修会や通信教育
受講等により、人材の育成に積極的に取組んでいるほか、
本部・営業店が一体となり、経営改善計画書の策定支援に
努めております。



地 域 サ ー ビ ス の 充 実
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（平成26年９月30日現在）

（平成26年９月30日現在）

（平成26年９月30日現在）

（平成26年９月30日現在）

店　　名 郵便番号 住　　　　　所

設　置　場　所 平日稼動時間帯

９:00～18:00 ９:00～17:00 ９:00～17:00

土曜稼動時間帯 設置台数 休日稼動

１　台

日曜・祝日
稼動時間帯

設　置　場　所 平日稼動時間帯

９:00～17:00

９:00～17:00

－

－

－

－

－

－

土曜稼動時間帯 設置台数 休日稼動

１　台

１　台

日曜・祝日
稼動時間帯

電話番号 ATM設置数 休日稼動

本 部

本 店 営 業 部

栗 林 支 店

新 橋 支 店

屋 島 支 店

仏 生 山 支 店

円 座 支 店

川 東 支 店

長 尾 支 店

中 央 支 店

三 本 松 支 店

坂 出 支 店

丸 亀 支 店

琴 平 支 店

観 音 寺 支 店

高 瀬 支 店

土 庄 支 店

志 度 支 店

760-0050

760-0050

761-8061

760-0067

761-0113

761-8078

761-8044

761-1706

769-2301

760-0079

769-2601

762-0045

763-0024

766-0003

768-0072

767-0011

761-4121

769-2101

店舗設置のATM稼動時間帯は、平日８:45～18:00、土曜・日曜・祝日は９:00～17:00です。
（土曜・日曜・祝日に稼動しているATMは、本店営業部、屋島支店、中央支店、土庄支店及び内海出張所です。）

087-833-3312

087-833-3314

087-866-6611

087-851-3866

087-841-4471

087-889-0315

087-885-2131

087-879-3201

0879-52-2122

087-866-3010

0879-25-2367

0877-46-0101

0877-22-3391

0877-73-4411

0875-25-1717

0875-72-5539

0879-62-1353

087-894-2605

－

－

－

－

－

－

－

　

－

－

－

－

－

－

－

－

２ 台

１ 台

１ 台

２ 台

１ 台

１ 台

１ 台

１ 台

２ 台

１ 台

１ 台

１ 台

１ 台

１ 台

１ 台

２ 台

１ 台

高松市亀井町9-10

高松市亀井町9-10

高松市室町1907-6

高松市松福町1丁目3-1

高松市屋島西町1968-13

高松市仏生山町甲42-6

高松市円座町1057-3

高松市香川町川東上1732

さぬき市長尾東868-6

高松市松縄町36-1

東かがわ市三本松1713-3

坂出市元町4丁目5-20

丸亀市塩飽町7-2

仲多度郡琴平町五条726-3

観音寺市栄町1丁目4-13

三豊市高瀬町下勝間2357-4

小豆郡土庄町渕崎甲1447-10

さぬき市志度739-10

土 日 祝

土 日 祝

土 日 祝

土 日 祝

土 日 祝内 海 出 張 所

香 川 県 庁 共 同 出 張 所

さぬき市長尾支所共同出張所

　全国のセブン－イレブン設置のATMで、24時間365日、お取引が可能です。時間内のお引き出し・お預け入れについて
は、手数料を無料とさせて頂いております。（手数料無料の時間　平日８:45～18:00　土曜日９:00～14:00）
　なお、組合員の皆さまが、同ATMから時間外にお引き出し等をされた場合や他金融機関のATMにより、お引出し等をされ
た場合は、手数料を一旦口座から引き落としさせて頂きますが、「月５回」までの手数料が翌月に口座へ返戻されるサービ
スを行っております。

店 舗 ・ A T M 等 の 設 置 状 況

店 舗 外 A T M の 設 置 状 況

店 舗 外 共 同 A T M の 設 置 状 況

セブン - イレブン設置のA TM
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顧 客 の 組 織 化 と そ の 活 動 状 況

　当組合の『けんしん年金友の会』は、当組合で年金を受給している方の親睦を図るため平成11年
に設立され、会員数は現在5,896名となっております。会員の方にお誕生日のプレゼント、温泉のご
優待割引共通券の配布等を行っています。
≪お誕生日のプレゼント≫
　会員の方のお誕生日にプレゼントを持参してお祝いさせていただいております。プレゼントの
品は毎年10月１日から変更してお配りしております。
≪温泉の優待割引共通券の配布≫
　県内温泉施設利用の際の共通割引券（平成26年度は県内26箇所）を配布しております。

苦 情 相 談 窓 口 の 設 置

　当組合では、お客さまからのご意見、ご要望にお応えするため、各営業店に『コンプライアンス
担当者』を配置するとともに、本店に苦情等相談窓口を設けております。
　また、信用組合業界におきましても、『しんくみ相談所』を設置し、信用組合業務に関してお困
りのことや当組合へのご意見、ご要望に対応しておりますので、ご遠慮なくお申しつけください。

　苦情等のお申出は当組合のほか、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会が設置す
る仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、『当組合苦情相談窓口』または『しん
くみ相談所』へお申出ください。なお、お客さまが、直接、仲裁センター等へお申出ることも可能
です。仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたう
えで、アクセスに便利な地域で手続を勧める方法もあります。
　①移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　②現地調停：東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京
　　　　　　　を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たる。

　当組合では、苦情相談処理状況をディスクロージャー誌で公表するとともに、組合内で全役職員が
苦情相談発生状況を分析し、情報を共有して再発防止に努めております。

紛 争 解 決 窓 口 の 設 置

当　　　　組　　　　合 信　用　組　合　業　界

☆名　　称：苦情相談窓口（本店：法務監査部）
　　　　　　（各営業店は店舗案内参照）

☆電話番号：087-833-3322
☆E - m a i l：kenshin3@ninus.ocn.ne. jp

☆受付時間：午前9時～午後5時
　　　　　　（土・日・祝日及び当組合の休業日を除く）

☆名　　称：（一社）全国信用組合中央協会
　　　　　　“しんくみ相談所”

☆電話番号：03-3567-2456

☆受付時間：午前9時～午後5時
　　　　　　（土・日・祝日及び協会の休業日を除く）

苦情相談処理状況（平成26年度上期）

預 金 関 係
融 資 関 係
そ の 他
合 計

事務ミス

0
0
0
0

説明不足

0
2
0
2

応対の不手際

3
1
3
7

その他

1
2
0
3

合　計

4
5
3
12

★お客さまからのお申し出内容によって分類しております。

名　称

住　所

電　話

受付日
時　間 ９:30～12:00

13:00～17:00

03-3581-2249

第二東京弁護士会
仲裁センター

10:00～12:00
13:00～16:00

03-3595-8588

〒100-0013
東京都千代田区霞ヶ関1-1-3

月～金（除：祝日、年末年始）

第一東京弁護士会
仲裁センター

９:30～12:00
13:00～15:00

03-3581-0031

東京弁護士会
紛争解決センター



文化的・社会的貢献に関する活動
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しんくみピーターパンカード寄付金の贈呈

ク リ ー ン ロ ー ド 運 動

　けんしん創立40周年を機に、毎月第３火曜日をクリーンロードの日として、全役職員が各店舗の周辺
を中心に、街の清掃奉仕運動を行っております。

　当組合は、平成14年度から毎年、四国信用組合協会を通じて、子供たちの健全育成や難病の子供た
ちを支援することを目的に『しんくみピーターパンカード』のご利用代金の0.5％相当額を、障害児支
援施設等に寄付金として贈呈しております。
　今年は、９月３日の「しんくみの日」に、「社会福祉法人香川こだま学園」に贈呈しました。

献 血 活 動

　当組合は、創立30周年となる昭和57年から現在に至るまで、献血活動に取り組んでおります。この
活動が評価され、平成14年７月31日高松市の社会福祉総合センターで開催された「香川県献血運動推
進大会」において銀色有功賞を受賞、平成17年２月15日には「香川県血液対策推進協議会」から、献
血優良団体として表彰されました。



〒760-0050　香川県高松市亀井町9番地10
TEL:087-833-3311　FAX:087-834-2646

ホームページ　http://www.kagawaken.shinkumi.jp/




